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新地方公会計制度（財務４表作成）の推移 

１．夕張市の破綻（平成１８年６月以前） 

         ↓ 

２．財務４表の作成・公表（平成20年度～） 

    ・貸借対照表（ＢＳ）・・・・・・・・・・・・・・・・固定資産台帳の作成 

  ・行政ｺｽﾄ計算書（ＰＬ）             ↓ 

  ・純資産変動計算書（ＮＷ）      資産更新問題の重要な鍵 

  ・資金収支計算書（ＣＦ）  

         ↓ 

３．アカウンタビィティ（説明責任）の履行・・・現行の官庁会計決算書 

         ↓                 は民間では理解し難い 

４．有効活用の実施   

    ①住民説明会 ②ＢＳ探検隊 ③習志野家の家計簿ﾁｪｯｸ 

    ④アセットマネジメント  等 

公表から６年が経った・・・習志野市の推移と特徴    
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習志野市（平成25年度）の概要① 

金融資産 

(350) 

事業用資産 

(1,106) 

負債(972) 

純資産 

(4,094) 

将来世代の 

負担を示す 

19.2％ 

純資産比率 
80.8％ 
= 4,094 / 5,066 

 

実質純資産比率 
33.2％ 
= (4,094-3,610) / 

  (5,066- 3,610) 

単年度の資金
繰りに影響 

資産債務改革 

の対象資産 

資産維持費の検討 
 

資産の更新問題 

 

ストック(ＢＳ) 

インフラ資産 

(3,610) 

資産合計(5,066億円) 

（単位：億円） 
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習志野市（平成25年度）の概要② 

人件費(147) 

社会保障費 

補助金(347) 

税収 

補助金 

(744) 

 

行政手数料
(168) 

（注） 
公会計では税収は行政コス
ト計算書には計上されない 

経費等の圧縮 

(財源余剰の 

創出) 

↓ 

経営力の差 
経費(208) 

利子等(21) 

行政コスト計算書 

費用合計(723億円) 

（単位：億円） 今後は補助金が減少 

（税金は？） 

社会保障費は 

減らない 
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貸借対照表のポイント 

（１）基金・資金の増加 

  ・固定資産の売却資金の保持  

  ・資金の回収努力 

（２）地方債・借入金の減少 

  ・適正な残高水準というものは無いが、利息の減少は重要  

（３）退職手当引当金の低減 

   （H20/4）1,451人・43.5歳 → （H26/4）1,432人・39.8歳 

（４）その他 

  ①インフラ資産の評価替えと資産計上ﾙｰﾙの変更（登記による計上） 

       → 今後維持する水準の検討が必要 

   ②前受金・・・施設売却に伴う一時的な前受け処理 
6 

今後の資金必要額 

の確保 



7 



8 



行政コスト計算書のポイント 

（１）人件費の推移 

   （H20/4）1,451人・43.5歳 → （H26/4）1,432人・39.8歳 

   （H19年度）6,932千円/年 → （H25年度）6,426千円/年 

     ＜公営企業等会計を含む全会計決算・正規職員＞ 

（２）支払利息の逓減 

    ・公債等残高の減少 

    ・高金利の公債の返済がすすむ 

（３）社会保障費・補助金等の逓増 

    ・全国的な逓増傾向 

 

（４）その他 
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資産更新問題への対応のポイント 

  資産の更新問題 ＝ 莫大な資金が必要となる 

  

 １．適正な資産規模の達成（施設の統廃合を含む）      

    → 投資額およびメンテナンスのトータルコストを逓減させる 

 

 ２．適切な維持修繕による資産の長寿命化 

    → 耐用年数の延長により実質的な投資コストの削減 

 

 ３．経営資源（ﾋﾄ・ﾓﾉ・ｶﾈ）を優先的に集中して投資する 

アセットマネジメント 

中長期投資計画の策定 

調達できる資金を 

考慮して資産の 

更新問題に対応 
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地方自治体運営の今後のﾎﾟｲﾝﾄ 

１．行政側の課題 

   継続的見直し(行政評価等による事業費,人件費を含めた経費) 

        →  自主財源の確保 

２．住民側の課題 

   過度な行政依存の回避 ⇔ 経費とのバランス  
      全体最適への理解・・・最終的な負担は住民が負う 

３．資産に対する適切な認識 

    インフラ資産はコストがかかる（取得・メンテナンス）ことを 

    適切に認識するとともに、今後、資金をどのように調達するか 

    は行政と住民にて考える必要がある 
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